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ディープバリュー株オープン

【届出の対象とした募集（売出）内国投資

信託受益証券の金額】
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　3兆円を上限とします。
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

本日、半期報告書を提出しましたので、平成28年 9月15日付をもって提出した有価証券届出書

（以下「原届出書」といいます。）の関係情報を新たな情報に訂正するため、また、記載事項に訂

正すべき事項がありますので、これを訂正するため提出するものです。

２【訂正の内容】

　＜訂正前＞および＜訂正後＞に記載している下線部　　　は訂正部分を示し、＜更新後＞に記載

している内容は原届出書が更新されます。なお、「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状

況　５　運用状況」は原届出書の更新後の内容を記載しています。また、原届出書の「第二部　

ファンド情報　第３　ファンドの経理状況　１　財務諸表」に｢中間財務諸表」の記載事項が追加

され、２　ファンドの現況が更新されます。
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第一部【証券情報】

（２）【内国投資信託受益証券の形態等】

＜訂正前＞

（イ）追加型株式投資信託（契約型）の受益権です。

（ロ）当初元本は１口当たり１円です。

（ハ）ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社（平成28年10月1日より、アセットマネジメント

One株式会社となります（予定）。以下、新会社名を記載します。）（以下「委託者」または

「委託会社」といいます。）の依頼により信用格付業者から提供されもしくは閲覧に供され

た信用格付け、または信用格付業者から提供されもしくは閲覧に供される予定の信用格付け

はありません。

（略）

 

＜訂正後＞

（イ）追加型株式投資信託（契約型）の受益権です。

（ロ）当初元本は１口当たり１円です。

（ハ）アセットマネジメントOne株式会社（以下「委託者」または「委託会社」といいます。）の

依頼により信用格付業者から提供されもしくは閲覧に供された信用格付け、または信用格付

業者から提供されもしくは閲覧に供される予定の信用格付けはありません。

（略）

（４）【発行（売出）価格】

＜訂正前＞

（イ）発行価格は、取得申込受付日の基準価額です。

なお、ファンドの基準価額については１万口当たりの価額を発表します。

※「基準価額」とは、ファンドの資産総額から負債総額を控除した金額（純資産総額）をそ

のときの受益権口数で除した１口当たりの純資産価額をいいます。基準価額は、組み入れ

る有価証券等の値動きにより日々変動します。

（ロ）基準価額は毎営業日に算出されますので、販売会社または下記にお問い合わせください。

アセットマネジメントOne株式会社

コールセンター　0120-104-694

（受付時間は営業日の午前９時～午後５時です。）

インターネットホームページ

http://www.am-one.co.jp/

（注）委託者に対する照会先の情報は、平成28年10月1日現在（予定）のものです。（以下同じ）。

※基準価額は、原則として計算日の翌日付の日本経済新聞朝刊に掲載されます。また、お問

い合わせいただけます基準価額は、前日以前のものとなります。

＜訂正後＞

（イ）発行価格は、取得申込受付日の基準価額です。

なお、ファンドの基準価額については１万口当たりの価額を発表します。

※「基準価額」とは、ファンドの資産総額から負債総額を控除した金額（純資産総額）をそ
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のときの受益権口数で除した１口当たりの純資産価額をいいます。基準価額は、組み入れ

る有価証券等の値動きにより日々変動します。

（ロ）基準価額は毎営業日に算出されますので、販売会社または下記にお問い合わせください。

アセットマネジメントOne株式会社

コールセンター　0120-104-694

（受付時間は営業日の午前９時～午後５時です。）

インターネットホームページ

http://www.am-one.co.jp/

※基準価額は、原則として計算日の翌日付の日本経済新聞朝刊に掲載されます。また、お問い合わせ

いただけます基準価額は、前日以前のものとなります。

EDINET提出書類

アセットマネジメントＯｎｅ株式会社(E10677)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 4/27



第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（２）【ファンドの沿革】

＜訂正前＞

 

平成12年９月１日 関東財務局長に対して有価証券届出書提出

平成12年９月28日 投資信託契約締結、ファンドの設定・運用開始

平成14年８月30日 新たな投資対象として「ディープバリュー株オープン　マ

ザーファンド」を加える旨の約款変更の届出

平成28年10月１日 ファンドの委託会社としての業務を新光投信株式会社からア

セットマネジメントOne株式会社に承継（予定）

 

＜訂正後＞

 

平成12年９月１日 関東財務局長に対して有価証券届出書提出

平成12年９月28日 投資信託契約締結、ファンドの設定・運用開始

平成14年８月30日 新たな投資対象として「ディープバリュー株オープン　マ

ザーファンド」を加える旨の約款変更の届出

平成28年10月１日 ファンドの委託会社としての業務を新光投信株式会社からア

セットマネジメントOne株式会社に承継

 

（３）【ファンドの仕組み】

ｂ．委託会社の概況

＜訂正前＞

（イ） 資本金の額　20億円（平成28年10月1日現在（予定））　　

（ロ） 委託会社の沿革

（略）

平成28年10月1日   ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社、みずほ投信投資顧問株

式会社、新光投信株式会社、みずほ信託銀行株式会社（資産運用

部門）が統合し、商号をアセットマネジメントOne株式会社に変

更（予定）

（ハ）大株主の状況

 （平成28年10月1日現在（予定））

（略）

 

＜訂正後＞
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（イ）資本金の額　20億円（平成28年10月1日現在）　　

（ロ）委託会社の沿革

（略）

平成28年10月1日   ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社、みずほ投信投資顧問株

式会社、新光投信株式会社、みずほ信託銀行株式会社（資産運用

部門）が統合し、商号をアセットマネジメントOne株式会社に変

更

（ハ）大株主の状況

 （平成28年10月1日現在）

（略）

２【投資方針】

（３）【運用体制】

＜訂正前＞

委託会社（平成28年10月1日現在（予定））における当ファンドの運用体制については、以下のと

おりです。

 

ａ．ファンドの運用体制

（略）

※運用体制は、今後変更となる場合があります。

※上記体制は、マザーファンドを通じた実質的な運用体制を記載しております。

＜訂正後＞

ａ．ファンドの運用体制

（略）

※運用体制は平成28年10月1日現在のものであり、今後変更となる場合があります。

※上記体制は、マザーファンドを通じた実質的な運用体制を記載しております。

３【投資リスク】

（２）リスク管理体制

＜更新後＞

委託会社における当ファンドの投資リスクに対する管理体制については、以下のとおりです。

・運用リスクの管理：運用担当部署から独立したコンプライアンス・リスク管理担当部署が、運

用リスクを把握、管理し、その結果に基づき運用担当部署へ対応の指示等を行うことにより、

適切な管理を行います。

・運用パフォーマンス評価：運用担当部署から独立したリスク管理担当部署が、ファンドの運用

パフォーマンスについて定期的に分析を行い、結果の評価を行います。

・リスク管理に関する委員会等：上記のとおり運用リスクの管理状況、運用パフォーマンス評価

等の報告を受け、リスク管理に関する委員会等は総合的な見地から運用状況全般の管理・評価

を行います。
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※リスク管理体制は平成28年10月１日現在のものであり、今後変更になることがあります。
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４【手数料等及び税金】

（５）【課税上の取扱い】
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＜訂正前＞

（略）

※上記は平成28年４月１日現在のものです。税法が改正された場合等は、上記「（5）課税上の

取扱い」の内容が変更される場合があります。税金の取り扱いの詳細については、税務専門家

などにご確認されることをお勧めします。

＜訂正後＞

（略）

※上記は平成28年8月末現在のものです。税法が改正された場合等は、上記「（5）課税上の取扱

い」の内容が変更される場合があります。税金の取り扱いの詳細については、税務専門家など

にご確認されることをお勧めします。

５【運用状況】

（１）【投資状況】

ディープバリュー株オープン

 

(平成28年 8月31日現在)
 

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

親投資信託受益証券 日本 761,195,818 98.90

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― 8,405,454 1.09

純資産総額 769,601,272 100.00
 

(注)投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。なお、投資比率は小数第３位以下を切り捨て
ているため、合計と一致しない場合があります。

（参考）ディープバリュー株オープン　マザーファンド

 

(平成28年 8月31日現在)
 

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 日本 865,646,320 96.70

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― 29,494,583 3.29

純資産総額 895,140,903 100.00
 

(注)投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。なお、投資比率は小数第３位以下を切り捨て
ているため、合計と一致しない場合があります。

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】
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ディープバリュー株オープン

イ.評価額上位銘柄明細
 

(平成28年 8月31日現在)
 

順位 国／地域 種類 銘柄名
数量又は

額面総額

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

1 日本 親投資信託
受益証券

ディープバリュー株オープン　マ
ザーファンド

357,368,929 2.0527 733,594,717 2.1300 761,195,818 98.90

 

(注)投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。なお、投資比率は小数第３位以下を切り捨て
ているため、合計と一致しない場合があります。

ロ.種類別投資比率
 

(平成28年 8月31日現在)
 

種類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 98.90

合計 98.90
 

（参考）ディープバリュー株オープン　マザーファンド

イ.評価額上位銘柄明細
 

(平成28年 8月31日現在)
 

順位 国／地域 種類 銘柄名 業種
数量又は

額面総額

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

1 日本 株式 三菱ＵＦＪフィナン
シャル・グループ

銀行業 78,200 638.90 49,962,043 564.10 44,112,620 4.92

2 日本 株式 トヨタ自動車 輸送用機
器

5,700 6,988.64 39,835,248 6,238.00 35,556,600 3.97

3 日本 株式 日本電信電話 情報・通
信業

7,200 4,442.02 31,982,544 4,546.00 32,731,200 3.65

4 日本 株式 三井住友フィナンシャ
ルグループ

銀行業 8,100 4,196.76 33,993,818 3,621.00 29,330,100 3.27

5 日本 株式 本田技研工業 輸送用機
器

6,200 3,820.96 23,689,952 3,170.00 19,654,000 2.19

6 日本 株式 日産自動車 輸送用機
器

17,100 1,147.74 19,626,474 1,015.00 17,356,500 1.93

7 日本 株式 みずほフィナンシャル
グループ

銀行業 83,900 234.15 19,645,739 179.70 15,076,830 1.68

8 日本 株式 小松製作所 機械 5,800 2,159.82 12,526,975 2,261.50 13,116,700 1.46

9 日本 株式 大塚ホールディングス 医薬品 2,900 4,350.66 12,616,917 4,483.00 13,000,700 1.45

10 日本 株式 三菱電機 電気機器 9,000 1,273.15 11,458,396 1,350.50 12,154,500 1.35

11 日本 株式 ソニー 電気機器 3,600 3,228.42 11,622,332 3,325.00 11,970,000 1.33

12 日本 株式 オリックス その他金
融業

7,800 1,628.81 12,704,718 1,487.50 11,602,500 1.29

13 日本 株式 三菱商事 卸売業 5,100 2,125.33 10,839,232 2,155.50 10,993,050 1.22

14 日本 株式 第一生命保険 保険業 7,500 1,795.83 13,468,798 1,439.50 10,796,250 1.20

15 日本 株式 ＳＣＲＥＥＮホール
ディングス

電気機器 8,000 915.66 7,325,280 1,341.00 10,728,000 1.19

16 日本 株式 信越化学工業 化学 1,400 6,933.75 9,707,252 7,594.00 10,631,600 1.18
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17 日本 株式 東京海上ホールディン
グス

保険業 2,600 4,424.78 11,504,450 4,064.00 10,566,400 1.18

18 日本 株式 旭硝子 ガラス・
土石製品

16,000 751.27 12,020,432 658.00 10,528,000 1.17

19 日本 株式 日立ハイテクノロジー
ズ

卸売業 2,700 3,494.79 9,435,944 3,835.00 10,354,500 1.15

20 日本 株式 三井物産 卸売業 6,900 1,513.26 10,441,496 1,377.00 9,501,300 1.06

21 日本 株式 富士電機 電気機器 20,000 478.94 9,578,916 472.00 9,440,000 1.05

22 日本 株式 日立製作所 電気機器 19,000 701.45 13,327,721 496.00 9,424,000 1.05

23 日本 株式 野村ホールディングス 証券、商
品先物取
引業

18,100 662.02 11,982,671 487.30 8,820,130 0.98

24 日本 株式 三井住友トラスト・
ホールディングス

銀行業 23,000 375.40 8,634,409 370.30 8,516,900 0.95

25 日本 株式 日油 化学 8,000 952.65 7,621,200 1,045.00 8,360,000 0.93

26 日本 株式 ブリヂストン ゴム製品 2,300 4,268.05 9,816,537 3,555.00 8,176,500 0.91

27 日本 株式 住友林業 建設業 5,800 1,566.67 9,086,713 1,400.00 8,120,000 0.90

28 日本 株式 いすゞ自動車 輸送用機
器

6,700 1,343.85 9,003,856 1,190.50 7,976,350 0.89

29 日本 株式 住友金属鉱山 非鉄金属 6,000 1,357.00 8,142,001 1,312.00 7,872,000 0.87

30 日本 株式 大陽日酸 化学 7,300 952.44 6,952,842 1,050.00 7,665,000 0.85

 

(注)投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。なお、投資比率は小数第３位以下を切り捨て
ているため、合計と一致しない場合があります。

ロ.種類別及び業種別の投資比率
 

(平成28年 8月31日現在)
 

種類 国内／外国 業種
投資比率
（％）

株式 国内 水産・農林業 0.76

鉱業 0.51

建設業 3.33

食料品 1.59

繊維製品 0.61

パルプ・紙 0.41

化学 8.06

医薬品 2.88

石油・石炭製品 0.47

ゴム製品 1.34

ガラス・土石製品 1.83

鉄鋼 1.39

非鉄金属 1.92

金属製品 0.58

機械 4.48

電気機器 10.55

輸送用機器 11.34

精密機器 0.43

その他製品 2.04

電気・ガス業 2.73

陸運業 0.76
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海運業 0.38

空運業 0.34

倉庫・運輸関連業 0.37

情報・通信業 5.35

卸売業 6.69

小売業 2.05

銀行業 15.25

証券、商品先物取引業 1.67

保険業 3.82

その他金融業 1.78

不動産業 0.83

合計 　 　 96.70
 

②【投資不動産物件】

ディープバリュー株オープン

該当事項はありません。

（参考）ディープバリュー株オープン　マザーファンド

該当事項はありません。

③【その他投資資産の主要なもの】

ディープバリュー株オープン

 

 

該当事項はありません。
 

（参考）ディープバリュー株オープン　マザーファンド

 

 

該当事項はありません。
 

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

ディープバリュー株オープン

 

 

期別
純資産総額（円） 1口当たり純資産額（円）

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

第7計算期間末 (平成19年 2月20日) 2,437,330,496 2,468,404,469 1.5687 1.5887

第8計算期間末 (平成20年 2月20日) 1,804,079,443 1,835,873,302 1.1349 1.1549

第9計算期間末 (平成21年 2月20日) 853,413,040 865,491,293 0.7066 0.7166
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第10計算期間末 (平成22年 2月22日) 1,061,390,036 1,073,413,874 0.8827 0.8927

第11計算期間末 (平成23年 2月21日) 758,607,926 766,677,243 0.9401 0.9501

第12計算期間末 (平成24年 2月20日) 560,697,715 564,281,765 0.7822 0.7872

第13計算期間末 (平成25年 2月20日) 617,190,853 627,415,383 0.9055 0.9205

第14計算期間末 (平成26年 2月20日) 682,945,204 692,423,153 1.0808 1.0958

第15計算期間末 (平成27年 2月20日) 774,397,680 786,176,407 1.3149 1.3349

第16計算期間末 (平成28年 2月22日) 701,408,925 710,842,615 1.1153 1.1303

平成27年 8月末日 807,756,892 ― 1.3777 ―

　　　　 9月末日 761,624,552 ― 1.2875 ―

　　　　10月末日 851,873,969 ― 1.4087 ―

　　　　11月末日 857,711,654 ― 1.4125 ―

　　　　12月末日 863,390,101 ― 1.3795 ―

平成28年 1月末日 809,689,484 ― 1.2766 ―

　　　　 2月末日 716,026,671 ― 1.1196 ―

　　　　 3月末日 752,706,975 ― 1.1661 ―

　　　　 4月末日 743,911,180 ― 1.1537 ―

　　　　 5月末日 763,445,981 ― 1.1831 ―

　　　　 6月末日 683,626,147 ― 1.0479 ―

　　　　 7月末日 734,295,177 ― 1.1217 ―

　　　　 8月末日 769,601,272 ― 1.1496 ―
 

②【分配の推移】

ディープバリュー株オープン

 

 

期 計算期間 1口当たりの分配金（円）

第7計算期間 平成18年 2月21日～平成19年 2月20日 0.0200

第8計算期間 平成19年 2月21日～平成20年 2月20日 0.0200

第9計算期間 平成20年 2月21日～平成21年 2月20日 0.0100

第10計算期間 平成21年 2月21日～平成22年 2月22日 0.0100

第11計算期間 平成22年 2月23日～平成23年 2月21日 0.0100

第12計算期間 平成23年 2月22日～平成24年 2月20日 0.0050

第13計算期間 平成24年 2月21日～平成25年 2月20日 0.0150

第14計算期間 平成25年 2月21日～平成26年 2月20日 0.0150

第15計算期間 平成26年 2月21日～平成27年 2月20日 0.0200

第16計算期間 平成27年 2月21日～平成28年 2月22日 0.0150

 

③【収益率の推移】

ディープバリュー株オープン
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期 計算期間 収益率（％）

第7計算期間 平成18年 2月21日～平成19年 2月20日 13.9

第8計算期間 平成19年 2月21日～平成20年 2月20日 △26.4

第9計算期間 平成20年 2月21日～平成21年 2月20日 △36.9

第10計算期間 平成21年 2月21日～平成22年 2月22日 26.3

第11計算期間 平成22年 2月23日～平成23年 2月21日 7.6

第12計算期間 平成23年 2月22日～平成24年 2月20日 △16.3

第13計算期間 平成24年 2月21日～平成25年 2月20日 17.7

第14計算期間 平成25年 2月21日～平成26年 2月20日 21.0

第15計算期間 平成26年 2月21日～平成27年 2月20日 23.5

第16計算期間 平成27年 2月21日～平成28年 2月22日 △14.0

第17中間計算期間 平成28年 2月23日～平成28年 8月22日 0.3

 

(注)収益率は各計算期間における騰落率を表示しており、当該計算期間の分配金額を加算して計算しています。

（４）【設定及び解約の実績】

ディープバリュー株オープン

 

 

期 計算期間 設定口数（口） 解約口数（口）

第7計算期間 平成18年 2月21日～平成19年 2月20日 154,177,070 115,452,966

第8計算期間 平成19年 2月21日～平成20年 2月20日 165,730,495 129,736,169

第9計算期間 平成20年 2月21日～平成21年 2月20日 210,421,808 592,289,453

第10計算期間 平成21年 2月21日～平成22年 2月22日 227,602,528 233,044,030

第11計算期間 平成22年 2月23日～平成23年 2月21日 87,518,289 482,970,397

第12計算期間 平成23年 2月22日～平成24年 2月20日 115,492,796 205,614,505

第13計算期間 平成24年 2月21日～平成25年 2月20日 124,818,663 159,993,288

第14計算期間 平成25年 2月21日～平成26年 2月20日 210,465,812 260,237,889

第15計算期間 平成26年 2月21日～平成27年 2月20日 146,161,934 189,088,893

第16計算期間 平成27年 2月21日～平成28年 2月22日 261,199,565 221,223,196

第17中間計算期間 平成28年 2月23日～平成28年 8月22日 97,168,755 64,899,084

 

≪参考情報≫
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第２【管理及び運営】

３【資産管理等の概要】
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（５）【その他】

＜訂正前＞

（略）

ｅ．公告

委託者が受益者に対してする公告は、電子公告の方法により行い、次のアドレスに掲載し

ます。

http://www.am-one.co.jp/（平成28年10月1日現在（予定））

なお、電子公告による公告をすることができない事故その他やむを得ない事由が生じた場

合の公告は、日本経済新聞に掲載します。

（略）

＜訂正後＞

（略）

ｅ．公告

委託者が受益者に対してする公告は、電子公告の方法により行い、次のアドレスに掲載し

ます。

http://www.am-one.co.jp/

なお、電子公告による公告をすることができない事故その他やむを得ない事由が生じた場

合の公告は、日本経済新聞に掲載します。

（略）

 

EDINET提出書類

アセットマネジメントＯｎｅ株式会社(E10677)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

16/27



第３【ファンドの経理状況】

（1）　当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和52年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条の3及び第57条の2の規定により、「投資信託

財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）（以下「投資信託財産計算規則」とい

う。）に基づいて作成しております。

　    なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

（2）　当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第17期中間計算期間（平成

28年 2月23日から平成28年 8月22日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人

による中間監査を受けております。

【中間財務諸表】

【ディープバリュー株オープン】

（１）【中間貸借対照表】

（単位：円）

第17期中間計算期間末
平成28年 8月22日現在

資産の部

流動資産

コール・ローン 14,142,191

親投資信託受益証券 715,478,613

未収入金 15,000,000

流動資産合計 744,620,804

資産合計 744,620,804

負債の部

流動負債

未払解約金 260,773

未払受託者報酬 392,064

未払委託者報酬 4,508,579

未払利息 21

その他未払費用 30,107

流動負債合計 5,191,544

負債合計 5,191,544

純資産の部

元本等

元本 661,182,395

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） 78,246,865

（分配準備積立金） 100,642,383

元本等合計 739,429,260

純資産合計 739,429,260

負債純資産合計 744,620,804

（２）【中間損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

第17期中間計算期間
自　平成28年 2月23日
至　平成28年 8月22日

営業収益

受取利息 10
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第17期中間計算期間
自　平成28年 2月23日
至　平成28年 8月22日

有価証券売買等損益 6,725,306

営業収益合計 6,725,316

営業費用

支払利息 2,157

受託者報酬 392,064

委託者報酬 4,508,579

その他費用 30,226

営業費用合計 4,933,026

営業利益 1,792,290

経常利益 1,792,290

中間純利益 1,792,290

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額 285,888

期首剰余金又は期首欠損金（△） 72,496,201

剰余金増加額又は欠損金減少額 11,612,968

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少
額

11,612,968

剰余金減少額又は欠損金増加額 7,368,706

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加
額

7,368,706

分配金 -

中間剰余金又は中間欠損金（△） 78,246,865

（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
 

 

区分

第17期中間計算期間

自 平成28年 2月23日

至 平成28年 8月22日

１.有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券

移動平均法に基づき、時価で評価しております。

時価評価にあたっては、親投資信託受益証券の基準価額に基づいて評価しておりま

す。

２.その他中間財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

計算期間に関する事項

前計算期間終了日に該当する日が休業日のため、当中間計算期間は平成28年 2月23

日から平成28年 8月22日までとなっております。

 

（中間貸借対照表に関する注記）
 

 

第17期中間計算期間末

平成28年 8月22日現在

１. 中間計算期間末日における受益権の総数

   661,182,395口

２. 中間計算期間末日における1単位当たりの純資産の額

  1口当たり純資産額 1.1183円

  (1万口当たり純資産額) (11,183円)

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）
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該当事項はありません。

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項
 

 

第17期中間計算期間末

平成28年 8月22日現在

１.中間貸借対照表計上額、時価及び差額

中間貸借対照表上の金融商品は、原則としてすべて時価評価

されているため、中間貸借対照表計上額と時価との差額はあ

りません。

２.時価の算定方法

親投資信託受益証券

「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」に記載して

おります。

コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額は時価に

近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま

す。

３.金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

市場価額がない、又は市場価格を時価と見なせない場合に

は、経営者により合理的に算定された価額で評価する場合が

あります。

 

（その他の注記）

１　元本の移動
 

 

区分
第17期中間計算期間末

平成28年 8月22日現在

期首元本額 628,912,724円

期中追加設定元本額 97,168,755円

期中一部解約元本額 64,899,084円

 

２　デリバティブ取引等関係

取引の時価等に関する事項
 

 

該当事項はありません。

 

 

（参考）

　当ファンドは、「ディープバリュー株オープン　マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、

中間貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同ファンドの受益証券でありま

す。

　なお、以下に記載した情報は監査の対象外であります。
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ディープバリュー株オープン　マザーファンド

貸借対照表

（単位：円）

平成28年 8月22日現在

資産の部

流動資産

コール・ローン 33,768,556

株式 819,439,300

未収入金 12,140,543

未収配当金 920,800

流動資産合計 866,269,199

資産合計 866,269,199

負債の部

流動負債

未払金 5,364,306

未払解約金 15,500,000

未払利息 51

流動負債合計 20,864,357

負債合計 20,864,357

純資産の部

元本等

元本 408,304,764

剰余金

剰余金又は欠損金（△） 437,100,078

元本等合計 845,404,842

純資産合計 845,404,842

負債純資産合計 866,269,199

注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
 

 

区分
自 平成28年 2月23日

至 平成28年 8月22日

１.有価証券の評価基準及び評価方法 株式

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。

時価評価にあたっては、金融商品取引所及び外国金融商品市場における最終相場

（最終相場のないものについては、それに準じる価額）に基づいて評価しておりま

す。

２.収益及び費用の計上基準 受取配当金

原則として、株式の配当落ち日において、確定配当金額又は予想配当金額を計上し

ております。

 

（貸借対照表に関する注記）
 

 

平成28年 8月22日現在

１. 計算日における受益権の総数

   408,304,764口
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２. 計算日における1単位当たりの純資産の額

  1口当たり純資産額 2.0705円

  (1万口当たり純資産額) (20,705円)

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項
 

 

平成28年 8月22日現在

１.貸借対照表計上額、時価及び差額

貸借対照表上の金融商品は、原則としてすべて時価評価され

ているため、貸借対照表計上額と時価との差額はありませ

ん。

２.時価の算定方法

株式

「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」に記載して

おります。

コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額は時価に

近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま

す。

３.金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

市場価額がない、又は市場価格を時価と見なせない場合に

は、経営者により合理的に算定された価額で評価する場合が

あります。

 

（その他の注記）

１　元本の移動
 

 

区分 平成28年 8月22日現在

本報告書における開示対象ファンドの期首にお

ける当該親投資信託の元本額
400,163,105円

期中追加設定元本額 49,858,334円

期中一部解約元本額 41,716,675円

同期末における元本の内訳  

ディープバリュー株オープン 345,558,374円

ディープバリュー株オープン（変額年金） 62,746,390円

合計 408,304,764円

 

２　デリバティブ取引等関係

取引の時価等に関する事項
 

 

該当事項はありません。

 

 

２【ファンドの現況】
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【純資産額計算書】

ディープバリュー株オープン

 

（平成28年 8月31日現在）
 

Ⅰ　資産総額 772,019,574円　

Ⅱ　負債総額 2,418,302円　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 769,601,272円　

Ⅳ　発行済口数 669,455,951口　

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.1496円　

　　（1万口当たり純資産額） （11,496円）
 

（参考）ディープバリュー株オープン　マザーファンド

 

（平成28年 8月31日現在）
 

Ⅰ　資産総額 905,596,308円　

Ⅱ　負債総額 10,455,405円　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 895,140,903円　

Ⅳ　発行済口数 420,260,514口　

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 2.1300円　

　　（1万口当たり純資産額） （21,300円）
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

＜訂正前＞

ａ．資本金の額（平成28年10月1日現在（予定））

（略）

ｂ．会社の機構（平成28年10月1日現在（予定））

（略）

 

＜訂正後＞

ａ．資本金の額（平成28年10月1日現在）

（略）

ｂ．会社の機構（平成28年10月1日現在）

（略）

２【事業の内容及び営業の概況】

＜更新後＞

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、投資信託

の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用

業）ならびにその受益証券（受益権）の募集又は私募（第二種金融商品取引業）を行っています。

また、「金融商品取引法」に定める投資助言・代理業を行っています。

 

ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社は、平成28年10月１日にみずほ投信投資顧問株式会社、

新光投信株式会社、みずほ信託銀行株式会社（資産運用部門）と統合し、商号をアセットマネジメ

ントOne株式会社に変更しました。

 

 

平成28年8月31日現在におけるＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社の運用する投資信託は以

下の通りです。（親投資信託を除く）

基本的性格 本数 純資産総額（円）

追加型公社債投資信託 0 0

追加型株式投資信託 392 5,889,391,856,643

単位型公社債投資信託 49 344,511,981,244

単位型株式投資信託 7 79,197,511,703

合計 448 6,313,101,349,590

 

（ご参考）

平成28年8月31日現在におけるみずほ投信投資顧問株式会社および新光投信株式会社の運用する
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投資信託は以下の通りです。（親投資信託を除く）

・みずほ投信投資顧問株式会社

基本的性格 本数 純資産総額(円)

追加型公社債投資信託 13 263,953,485,574

追加型株式投資信託 232 2,245,140,638,646

単位型公社債投資信託 0 0

単位型株式投資信託 3 1,483,762,979

合計 248 2,510,577,887,199

 

・新光投信株式会社

基本的性格 本数 純資産総額(円)

追加型公社債投資信託 25 645,515,628,611

追加型株式投資信託 243 3,151,408,584,879

単位型公社債投資信託 6 40,509,834,945

単位型株式投資信託 78 282,536,779,714

合計 352 4,119,970,828,149

 

３【委託会社等の経理状況】

＜訂正前＞ 

1．委託会社であるＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社（以下「委託会社」という。）の財務諸表は、「財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）ならびに同規則第2条の規定

に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年8月6日内閣府令第52号）により作成しており

ます。

 

2．財務諸表の金額は、千円未満の端数を切り捨てて記載しております。

 

3．委託会社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき第31期事業年度（自平成27年4月1日至平成28

年3月31日）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人の監査を受けております。

 

 

※ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社は、平成28年10月1日にみずほ投信投資顧問株式会社、新光投信株式

会社及びみずほ信託銀行株式会社の資産運用部門と統合し、商号をアセットマネジメントOne 株式会社に変更

する予定です。

　委託会社の財務諸表に引き続き、みずほ投信投資顧問株式会社の第53期事業年度の財務諸表及び新光投信株

式会社の第56期事業年度の財務諸表を参考として添付しております。

（略）

＜訂正後＞ 

1．委託会社であるＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社（以下「委託会社」という。）の財務諸表は、「財
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務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）ならびに同規則第2条の規定

に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年8月6日内閣府令第52号）により作成しており

ます。

 

2．財務諸表の金額は、千円未満の端数を切り捨てて記載しております。

 

3．委託会社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき第31期事業年度（自平成27年4月1日至平成28

年3月31日）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人の監査を受けております。

 

 

※ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社は、平成28年10月1日にみずほ投信投資顧問株式会社、新光投信株式

会社及びみずほ信託銀行株式会社の資産運用部門と統合し、商号をアセットマネジメントOne株式会社に変更い

たしました。

　委託会社の財務諸表に引き続き、みずほ投信投資顧問株式会社の第53期事業年度の財務諸表及び新光投信株

式会社の第56期事業年度の財務諸表を参考として添付しております。

（略）

５【その他】

＜更新後＞

ａ．定款の変更等

平成28年9月7日付で、株式に関する事項等の定款の変更を行いました。

平成28年10月1日に、ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社は、みずほ投信投資顧問株式

会社、新光投信株式会社、みずほ信託銀行株式会社（資産運用部門）と統合し、商号をアセッ

トマネジメントOne株式会社に変更しました。なお、当該統合に伴い、監査等委員会設置会社

に移行しました。

ｂ．訴訟事件その他の重要事項

委託会社およびファンドに重要な影響を与えた事実、または与えると予想される事実はあ

りません。

第２【その他の関係法人の概況】

３【資本関係】

＜訂正前＞

該当事項はありません（平成28年10月1日現在（予定））。

（持株比率５％以上を記載します。）

 

＜再信託受託会社の概要＞

名称 ： 資産管理サービス信託銀行株式会社

業務の概要 ： 銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営

に関する法律に基づき信託業務を営んでいます。
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再信託の目的 ： 原信託契約にかかる信託事務の一部（投資信託財産の管理）を原信

託受託者から再信託受託者（資産管理サービス信託銀行株式会社）

へ委託するため、原投資信託財産のすべてを再信託受託者へ移管す

ることを目的とします。

 

＜訂正後＞

該当事項はありません。

（持株比率５％以上を記載します。）

 

＜再信託受託会社の概要＞

名称 ： 資産管理サービス信託銀行株式会社

業務の概要 ： 銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営

に関する法律に基づき信託業務を営んでいます。

再信託の目的 ： 原信託契約にかかる信託事務の一部（投資信託財産の管理）を原信

託受託者から再信託受託者（資産管理サービス信託銀行株式会社）

へ委託するため、原投資信託財産のすべてを再信託受託者へ移管す

ることを目的とします。
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独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書

平成２８年１０月６日

アセットマネジメントOne株式会社
取締役会　御中
 

 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 湯　原　尚

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 山　野　浩

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「ファンドの経理状況」に掲げられているディープバリュー株オープンの平成２８年２月２３日か
ら平成２８年８月２２日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損
益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。
 
中間財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には
全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示
がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中
間監査を実施することを求めている。
中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査

と比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判
断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的
手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目
的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用
な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及
びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討する
ことが含まれる。
当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。
 
中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸
表の作成基準に準拠して、ディープバリュー株オープンの平成２８年８月２２日現在の信託財産の
状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平成２８年２月２３日から平成２８年８月２２日ま
で）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。
 
利害関係
　アセットマネジメントOne株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公
認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
（※）１．上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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